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研究成果の概要（和文）：我が国は超高齢社会に直面しており，限られた資源を効率的に使うためにも，医療と
介護の連携が求められている．本研究の目的は，診療・介護報酬改定や法改正等の制度変化，また組織属性や地
域要因等の制度的環境の違いが，医療・介護組織の行動にどのような影響を及ぼすのかを明らかにすることを試
みた. 分析結果からは，医療・介護組織の提供体制が都道府県レベルの死亡場所に影響を与えていることや，医
療・ 介護組織の現状そのものが医療・介護組織の新規参入要因などが明らかとなった．さらに，これらの連携
行動を分析するための方法論についても新たに提案をおこなった．

研究成果の概要（英文）：Japan is facing a super-aged society, and in order to use limited resources 
efficiently, cooperation between medical care and nursing care is required. The purpose of this 
research is to clarify what kind of changes in institutional changes such as medical care and 
nursing care revision and institutional differences such as organizational attributes and regional 
factors affect the behavior of medical and nursing care organizations From the analysis results, it 
can be seen that the delivery system of the medical care and nursing care organization affects the 
place of death at the prefectural level. In addition, we clarified that the present condition of 
medical care and care organization itself affects new entry factors of medical care and care 
organization. Furthermore, we proposed a new methodology for analyzing these cooperative behaviors.

研究分野： 社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
医療や介護が必要な状態となっても、これまで通りに住み慣れた地域で生活を継続し，その地域で人生の最期を
迎えることができる環境を整備していくことは喫緊の課題となっている．この課題を達成するためには，医療と
介護の連携がより一層求められている．本研究では，医療及び介護組織に着目し，制度要因や地域要因が医療及
び介護組織の行動やパフォーマンスに与える影響について明らかにした．また，こうした連携行動を分析するに
は高度な方法論が必要となるが，この点についても新たに提案をおこなった．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 社会保障政策の大転換として政府が掲げているのは，医療・介護の場を段階的に施設から在
宅へと移すことであり，地域における医療と介護の連携が第一の政策課題とされている．その
ため， 医療・介護双方を研究の射程とする必要がある (武川 2012『政策志向の社会学』)．し
かしながら，先行する社会保障研究では，医療と介護がそれぞれ独立に研究対象となる傾向が
あったため，医療・介護連携の研究蓄積が少ないという問題点があった (二木 2015『地域包
括ケアと地域医療連携』). 公平・効率的な医療・介護連携を達成するには，組織の意思決定や
行動の実態解明が課題となる．これは，連携の単位が組織であるからだ．医療・介護連携に着
目した先行研究では，医療・介護組織単位の意思決定ではなく，医師の処方やケアの意思決定
を扱っている．しかしながら，Besstremyannaya(2011 Health Economics)，法坂・別所 (2012 
季刊社会保障研究)，Greve et al.(2016 American Sociological Review) などの数少ない例外を
除き，組織単位の分析は着手されてこなかったのだ．そこで，本研究では，医療・介護の両組
織を射程に，両者の連携行動について分析する． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，医療・介護の連携に焦点をあてながら，医療・介護組織の行動を分析する
ことである．具体的には，診療・介護報酬改定や法改正等の制度変化，また組織属性や地域要
因等の制度的環境の違いが，医療・介護組織の行動にどのような影響を及ぼすのかを明らかに
することを試みた．加えて，これらの医療・介護組織の行動をデータから明らかにするための
分析手法の提案をすることも目的とする．近年の社会科学における計量分析では，因果関係の
識別に力点が置かれており，こうした因果推論の手法を問題設定に応じて応用・開発する． 
 
３．研究の方法 
 医療・介護組織の連携行動を測定するためには，医療組織と介護組織に関するデータを連結
する作業が必要となる．そのため，このデータの連結作業をおこなう．『医療施設調査』『患者
調査』『受領行動 調査』『医師歯科医薬剤師調査』『病院報告』『社会医療診療 行為別調査』『介
護サービス施設・事業所調査』など継続性と代表性の高い調査は全て集計単位や医療・介護組
織番号をもとに連結可能であり，その連結データによって，医療・介護提供体制の改革に資す
るエビデンスを提供することが可能である．データを連結した後には，医療・介護組織をテー
マに様々な指標について分析をおこなう．代表的な例としては，医療・介護組織の提供体制が
都道府県レベルの死亡場所に与える影響や，医療・ 介護組織の地域参入要因などの分析が挙げ
られる． 
 
４．研究成果 
 
 【2017 年度】 
 医療・介護組織の連携行動を測定するためには，医療組織と介護組織に関するデータを連結
する作業が必要となる．2017 年度は，こうしたデータの整備と連結作業を中心におこなった．
具体的には，『医療施設調査』『患者調査』『受領行動調査』『医師歯科医薬剤師調査』『病院報告』
『社会医療診療行為別調査』『介護サービス施設・事業所調査』等の連結をおこなった．また政
府統計の連結データについて，全病院の属性や様々な指標が掲載されている『病院年鑑』との
連結可能性についても検討した．またこうした調査観察データを分析する統計的因果推論の手
法について，新たな方法に関する研究報告や論文執筆をおこなった．具体的には，反事実的条
件を用いた因果メカニズムの分析について検討し，既存の手法との比較をした．原因変数が結
果変数に与える総合効果について，直性効果はどの程度か，間接効果はどの程度かを定量的に
評価することができる方法である．すなわち，政策介入をした場合に，その総合的な効果を直
接効果と間接効果に要因分解できる．これらの手法は実際の医療・介護組織の連携行動分析で
応用可能である．さらに，調査観察データを扱う際に生じる Nonresponse Bias がどの程度生じ
うるのか，またその場合にどのように補正するのかについても検討した．医療・介護組織のデ
ータにおける欠票や欠測に応用可能である． 
 
 【2018 年度】 
 データの整備と連結作業を前年度におこない，2018 年度は連結したデータの分析を中心にお
こなった．具体的には，医療・介護組織の提供体制が都道府県レベルの死亡場所に与える影響
や，医療・介護組織の地域参入要因などを分析した. 分析結果のうちいくつかを紹介すると，
前者については，在宅介護支援事業所の増加は自宅死亡割合の増加に繋がらないこと，介護施
設の増加は介護施設死亡割合を増加させるが自宅死亡割合・病院死亡割合の増加とは関連がな
いことを明らかにした（使用したデータは表 1）．後者については，営利主体と非営利主体の参
入要因は異なるが共通点も多いこと，営利主体は必ずしも期待利潤が見込める場合に参入する
わけではないことを明らかにした（使用したデータは表 2）． 
 本研究で採用した分析手法は，統計的因果推論であった.近年の社会科学における計量分析で
は，因果関係をいかに識別するかに力点が置かれており，方法論の選択は重要な課題である.
本研究課題でも同様に，因果関係の識別は重要であり，方法論の選択には注意を払った．今年



度は，前年度に引き続き，調査観察データを分析する統計的因果推論の手法について，新たな
方法に関する研究報告や論文執筆をおこなった.具体的には，反事実的条件を用いた因果メカニ
ズムの分析(controlled direct effect, natural indirect effect)について検討し，既存の手
法との比較をした．また，本研究では医療・介護組織について地域レベルのパネルデータを用
いていることもあり，パネルデータを用いた因果推論についても方法論を検討した.これらにつ
いては，既に学会報告をおこなっており，現在論文も執筆中である．さらに，医療・介護組織
のデータでは欠損・欠測が少なくないことから，調査観察データを扱う際に生じる測定誤差を
どの程度見積もるか，どのように補正するのかについても検討した． 
 

表 1 死亡場所の分析に使用したデータの出所 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

表 2 組織参入要因の分析に使用したデータの出所 
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